
 市  民  税  係  

 

１ 市民税の課税状況 

 （１） 納税義務者 

区   分 令和７年度 個人比率 前年度 個人比率 

ア 個人分 36,699 人  35,406 人  

 

普通徴収 9,844 人 26.8％ 9,446 人 26.7％ 

給与特徴 22,119 人 60.3％ 21,481 人 60.7％ 

年金特徴 4,736 人 12.9％ 4,479 人 12.6％ 

イ 法人分 1,719 社 

均等割納税

義務者数 

1,710 社 

均等割納税

義務者数  

資本金等 50 億円超 

かつ従業者数 50 人超 
３社 ３社 

資本金等 10 億円超 50 億円以下 

かつ従業者数 50 人超 
２社 ０社 

資本金等 10 億円超 50 億円以下 

かつ従業者数 50 人以下 
74 社 77 社 

資本金等１億円超 10 億円以下 

かつ従業者数 50 人超 
７社 10 社 

資本金等１億円超 10 億円以下 

かつ従業者数 50 人以下 
57 社 52 社 

資本金等１千万円超１億円以下 

かつ従業者数 50 人超 
18 社 21 社 

資本金等１千万円超１億円以下 

かつ従業者数 50 人以下 
191 社 191 社 

資本金等１千万円以下 

かつ従業者数 50 人超 
12 社 12 社 

資本金等１千万円以下 

かつ従業者数 50 人以下   他 
1,355 社 1,344 社 

（注）ア 個人分のうち、普通徴収・給与特徴・年金特徴のそれぞれの重複分を除いた令和７年度納

税義務者数は 32,079 人である。 

 

 （２） 調定額（現年度）                

区   分 令和７年度 調定額比率 前年度 調定額比率 

ア 個人分 3,773,535 千円 90.9％ 3,297,926 千円 90.2％ 

 

普通徴収 877,127 千円 
21.1％ 

732,388 千円 
20.0％ 

納税義務者１人当たり 89,103 円 77,534 円 

給与特徴 2,738,559 千円 

66.0％ 

2,440,749 千円 

66.8％ （内退職分） 21,986 千円 31,370 千円 

納税義務者１人当たり 123,810 円 113,624 円 

年金特徴 157,849 千円 
3.8％ 

124,789 千円 
3.4％ 

納税義務者１人当たり 33,330 円 27,861 円 

イ 法人分 378,535 千円 9.1％ 358,265 千円 9.8％ 

ア＋イ 4,152,070 千円 100.0％ 3,656,191 千円 100.0％ 

 

 



（３） 所得の状況                                             令和７.７.１現在 

区   分 給与所得者 営業等所得者 農業所得者 
そ の 他 の      
所 得 者 

譲渡所得者 
配当所得者等 

総所得金額  
（千円） 

81,787,203 4,613,101 1,013 10,109,185 6,174,906 

所 得 割 額      
 （千円） 

2,912,486 176,948 19 334,193 194,876 

納税義務者数  

 （人） 24,092 1,236 １ 4,152 413 

１人当たりの  

所得額（千円） 
3,395 3,732 1,013 2,435 14,951 

１人当たりの 

所得割額（円） 
120,890 143,162 19,000 80,490 471,855 

（市町村税の課税状況等の調による。） 

 

 （４） 控除額の状況                            令和７.７.１現在 

区  分 人 数  （人） 控 除 額 （千円） 

雑 損 １ 28 

医 療 費 3,054 697,870 

社 会 保 険 料 28,015 16,982,376 

小規模企業共済等掛金 2,149 525,146 

生 命 保 険 料 18,793 876,996 

地 震 保 険 料 5,074 60,540 

障 害 者 884 250,520 

寡 婦 242 62,920 

ひ と り 親 449 134,700 

勤 労 学 生 ５ 1,300 

配 偶 者 4,496 1,534,830 

配 偶 者 特 別 1,151 336,320 

扶 養 2,947 1,466,950 

同 居 特 障 138 31,740 

基 礎 29,763 12,796,410 

税額控除 

配 当 408 7,506 

住宅借入金等 938 36,458 

寄 附 金 4,233 167,328 

外 国 税 額 24 682 

定 額 減 税 156 936 

                   （市町村税の課税状況等の調による。） 

 

 

 

 

 

 



 （５） 扶養控除人員別納税義務者数                      （単位：人） 

扶 養 控 除 人 員 ０ 人 １ 人 ２ 人 ３ 人 ４ 人 ５人以上 

納  税 

義務者数 

令和７年度 
（令和７.７.１現在） 

21,598 4,995 2,088 935 225 53 

前 年 度 
（令和６.７.１現在） 

19,757 4,457 2,003 906 212 50 

                          （市町村税の課税状況等の調による。） 

 

（６） 非課税者の状況                                         （単位：人） 

区  分 生活保護 障害者 未成年者 
寡婦・ 

ひとり親 
均等割 計 

普 通 徴 収 490 526 241 417 11,521 13,195 

給 与 特 徴 29 153 79 211 1,822 2,294 

令和７年度合計 519 679 320 628 13,343 15,489 

前 年 度 合 計 544 694 313 638 13,826 16,015 

備    考 

（適用条件） 

生活保護…１月１日現在、生活保護受給者であること。 

障害者、未成年者、寡婦・ひとり親…合計所得金額が、135 万円以下であること。 

均等割…合計所得金額が、35 万円に家族数（※）を乗じた金額（控除対象配偶者又は扶 

養親族を有する場合は、21 万円を加算）に 10 万円を加えた額以下であること。 

※家族数…控除対象配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数 

（注）年金特徴は、課税者を対象とするため、非課税者には含めない。 

 

 

 

２ 軽自動車税 

 （１） 種別割調定額 113,538,400 円 

 

 （２） 課税台数及び前年度比較増減                     （単位：台） 

 

           区 分 

  車 種 

一  般  分 合衆国軍隊構成員等分 

令和７年度

課税台数 

前年度分 

課税台数 
差引 

増減 

令和７年度

課税台数 

前年度分 

課税台数 
差引 

増減 

原 動

機 付

自転車 

第一種 ( 50cc以下等) 1,375 1,429 △54 27 28 △１ 

第二種・乙( 90cc以下) 222 233 △11 ３ １ ２ 

第二種・甲(125cc以下) 818 813 ５ 26 26 ０ 

特定小型 14 ６ ８ ― ― ― 

ミニカー 71 68 ３ ― ― ― 

軽  

自 

動  

車 

軽二輪 797 796 １ 46 50 △４ 

トレーラー 17 17 ０ ― ― ― 

軽 

三 

輪 

旧税率適用分 ０ ０ 

０ ０ ０ ０ 

新税率適用分 ０ ０ 

重課適用分 ２ ２ 

75％軽課適用分 ０ ０ 

50％軽課適用分 ０ ０ 

25％軽課適用分 ０ ０ 

計 ２ ２ 



軽 

四 

輪 

乗
用
□
自
家
用
□ 

旧税率適用分 1,351 1,633 

234 679 741 △62 

新税率適用分 4,557 4,085 

重課適用分 2,149 2,091 

75％軽課適用分 16 30 

50％軽課適用分 ０ ０ 

25％軽課適用分 ０ ０ 

計 8,073 7,839 

乗
用
□
営
業
用
□ 

旧税率適用分 ７ ３ 

７ ０ ０ ０ 

新税率適用分 ３ ３ 

重課適用分 10 ７ 

75％軽課適用分 ０ ０ 

50％軽課適用分 ０ ０ 

25％軽課適用分 ０ ０ 

計 20 13 

軽 

自 

動 

車 

軽 

四 

輪 

貨
物
□
自
家
用
□ 

旧税率適用分 202 257 

40 88 90 △２ 

新税率適用分 956 854 

重課適用分 641 649 

75％軽課適用分 １ ０ 

50％軽課適用分 ０ ０ 

25％軽課適用分 ０ ０ 

計 1,800 1,760 

貨
物
□
営
業
用
□ 

旧税率適用分 27 43 

11 ０ ０ ０ 

新税率適用分 120 91 

重課適用分 48 50 

75％軽課適用分 ０ ０ 

50％軽課適用分 ０ ０ 

25％軽課適用分 ０ ０ 

計 195 184 
小 型

特 殊 

自動車 

農耕用 12 12 ０ ― ― ― 

その他 35 38 △３ ― ― ― 

二輪の小型自動車 887 874 13 181 179 ２ 

合   計 14,338 14,084 254 1,050 1,115 △65 

（注）50cc 以下等とは、50cc 以下、又は 125cc 以下かつ最高出力 4.0kW 以下のことをさす。 

 

(３) 軽自動車税非課税及び減免台数          (単位：台)  

               区 分 

車 種 
非  課  税 減    免 

原 付 第 一 種 23 ０ 

原 付 第 二 種 ・ 乙 ０ ０ 

原 付 第 二 種 ・ 甲 17 １ 

軽 二 輪 車 １ ０ 

軽四輪乗用(自家用) ９ 168 

軽四輪貨物(自家用) 29 15 

軽四輪貨物(営業用) ０ １ 

小 型 特 殊 自 動 車 １ ０ 

二輪の小型自動車 ９ ０ 

合    計 89 185 
 

前 年 度 合 計 90 181 



（４） 環境性能割調定額 15,733,600 円 

令和７年度 前年度 

台数（台） 調定額（円） 台数（台） 調定額（円） 

612 15,733,600 596 14,721,400 

（注）軽自動車税の環境性能割に係る徴収金として東京都から払い込まれた額 

 

 

 

３ 市たばこ税  

  調定額  425,000,989 円 

区   分 令和７年度 前年度合計 差引増減 

課税標準本数 65,106,250 本 65,655,830 本 △549,580 本 

返還控除本数 240,406 本 272,841 本 △32,435 本 

差 引 本 数       64,865,844 本 65,382,989 本 △517,145 本 

課税標準本数      に係る税額 426,576,118 円 430,176,969 円 △3,600,851 円 

返 還 控 除 額       1,575,129 円 1,787,644 円 △212,515 円 

差 引 納 税 額       425,000,989 円 428,389,325 円 △3,388,336 円 

税率（1,000 本につき） 6,552 円 6,552 円  

 

 

 

４ 定額減税不足額給付金給付事業 

令和６年分所得税及び令和６年度個人住民税所得割に対し、定額減税が実施されたが、令和６年

分所得税及び定額減税の実績額の確定後、本来給付すべき額が、定額減税調整給付金の額を上回っ

た者等に対し追加で定額減税不足額給付金を支給した。   

 

  定額減税不足額給付金 

区分 通知件数 申請件数 支給件数 却下件数 

プッシュ型 

（支給確認書方式） 
6,079 5,315 5,266 49 

申請型 － ８ ４ ４ 

計 6,079 5,323 5,270 53 

 

 


